







































































































































































































































































































































1否認、権者が，父性に反 1.子の出生に加えて， ド 1. f予が非嫡出との事
する事情を認識したと 記のまたは非嫡出との ↑脊」を知ったときから
きから (2年の期聞が) 事実を知ったときから 起算
遂行する。 進行する。 嫡出↑性につき，強い




行しない (1600条b1 能期間中に母と性交 2.特別事情のある場合
間 項2文で明記)。 渉合もったという事 「不可避的な出来事J実主主張日ったときから を理由とする期間進行
と 2.特別事情のある場合 進行する。 が{停止するという制度
否認権者が詐欺や強 あり。
起 迫などにより，出訴を 2.子の出生のときから 5
第 妨げられたときは，期 年で訴権は消滅する。 3その他の場合関を経過した後lこも出 成年lこ達してから 2










































































































































































大審院判決(大判明治 45年4月58民録 18輯 343頁)を変吏した昭和 31年最高








































































『血統訴訟と真実志向J成文主主， 1997年， 175 Ji以下，第3章 f死後認知と父子鑑定技術の
進展jの項を参照)。

































者が死亡している場合の父子鑑定例J日本法医学雑誌22巻， 1968年， 385 s[，中鳩八良
ほか「父と疑われている男が死亡している場合の父子鍛定の三三例J悶上誌30巻， 1976年，
351頁，浅野稔ほか「父と擬せられる男，母，あるいは両者が死亡している場合の血液型に








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































響」である(利谷『新版注釈民法 (23H426頁，平成 16年)。しかし本件では， こ
の点においても，法的安定性を害する憂いはない。つまり，本件では， 3年
の期聞を厳格に守るべきとされる「第3の理由 z 法的安定性j という理由づ
けも，その根拠を失っているのである。
最後に，鑑定技術の発展についていえば，近時の父子鑑定技術の発展に鑑
みれば， i判例・学説も，いっそうの発展を要求されている」という民法学
界重鎮の発言休日谷・前掲『新絞注釈民法]459]，i 2004年)は，傾聴に値するも
のと思われる。
(おわり)
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